
○ デジタル⼈材が逼迫する中で、特に⼩規模市町村において⼈材確保が進んでいないこと等を踏まえ、都道府県等が市町村⽀援のため
のデジタル⼈材の確保に要する経費に係る特別交付税措置を引き続き措置。

○ 対象経費は、⾮常勤のアクセラレータの⼈件費、⺠間事業者への業務委託、アクセラレータ（常勤・⾮常勤）の募集経費 等。
○ 今後数年間で集中的にアクセラレータの確保に取り組むことができるよう、令和７年度から令和９年度までの間、募集経費に係る
対象経費の上限額を１団体あたり300万円に引き上げ。

○ また、令和８年度から、⼈件費相当額に係る対象経費の上限額を１⼈あたり2,100万円に引き上げ。

対象期間措置額対象経費対象団体
対象経費の上限額

R11年度まで

⼈件費相当額︓
2,100万円/⼈
募集経費︓
100万円/団体
→300万円/団体

対象経費の合計
額に0.7を乗じて
得た額

○ 都道府県（連携中枢都市等含む）による市町村⽀援のためのデジタル
⼈材の確保に要する⾮常勤のアクセラレータ等の⼈件費、⺠間事業者への
委託費、 募集経費 等
○ 上記の経費の⼀部につき市町村の負担⾦が⽣じる場合の当該負担⾦

都道府県
市町村

○ 主な所掌事務が市町村⽀援業務でないデジタル⼈材に係る経費は、対象外。
○ ⺠間事業者への委託の場合、デジタル⼈材の⼈件費以外（交通費、通信運搬費等）に要した経費は、対象外。ただし、事業運営経費等のうち募集経費
に相当する経費は、措置の対象。

拡充期間は
R9年度まで

特別交付税措置の概要

都道府県等における市町村⽀援のためのデジタル⼈材の確保に要する職員の⼈件費等に係る
特別交付税措置【拡充】

市町村⽀援業務の想定事例
・ DX・情報化計画／デジタル⼈材確保・育成⽅針等の策定・⾒直し案の作成
・ 標準化・クラウド化に向けた助⾔・仕様調整
・ デジタル技術等も活⽤した業務⾒直し（BPR）、システム発注⽀援
・ データ利活⽤に関する助⾔
・ ⼈材育成（研修企画・講師等）
・ セキュリティ研修・監査⽀援 等

＜都道府県による市町村⽀援（イメージ）＞

留意点

※ 普通交付税措置の対象となる常勤のアクセラレータの⼈件費については、
特別交付税措置対象外。
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